第5章  韓国
オレクサンダー・モヴシュク

2003年、韓国政治の最大の出来事は、2月の廬武鉉（ノ・ムヒョン）新大統領の就任である。廬大統領は、そのキャリアの大部分を労働者の弁護士、民権活動家として過ごしており、政治経験は水産大臣としての短い任期に限られる。投票者の目から見ると、このことは、保守的で古い体制からの歓迎すべき変化であったが、少ない政治経験しか持たない廬大統領とその側近は、新政権の政策目標を実行していく政権運営において能力を発揮できなかった。大統領選挙の後、廬大統領の政権基盤は、主要政党の徹底的な再編成によって本質的に弱められていた。2003年末、廬大統領を支持する与党の国会議員は47人であったが、韓国国会の議席数273と比べて数で劣っているのは明白である。同年10月、弱まる求心力を押し上げるために、廬大統領は、驚くべきことに自らの大統領の地位に関する国民投票の実施を提案し、もし国民の大部分の支持を得られなければ辞職すると約束した。廬大統領は、最終的にこの物議をかもした提案を撤回したが、後には、チリとの自由貿易地域（FTA）の批准を含むいくつかの重要な法案の採択の遅滞という政治の混沌が残った。そして、武器の貿易に携わる主要な韓国財閥（チョボル）であるSKグローバルから廬大統領の重要な政治参謀（顧問）が賄賂を受け取ったという申し立てに続き、廬大統領自身が大統領選の遊説中に不法な政治献金を受け取ったという告発により、韓国の政治不安は蔓延していった。

韓国は、過去20年間を通じて、世界で最も経済成長の目覚しい国の1つであると考えられてきた。実際、1984～2002年の実質GDP成長率は平均7％を上回り、急速な経済成長を遂げてきた（表5.1）。その結果、2002年の1人あたり実質GDPは、1984年当時の3倍以上（ウォン表示）になり、1人あたりGDPを米ドル表示や国際ドル表示で見ると4倍以上になる。この期間に韓国の生活水準が改善され、早々と先進工業国の水準に至ったことは、他の多くの指標からも伺える。例えば、乳児死亡者数と非識字率は低水準でさらに下降しており、平均余命と就学率は高水準でさらに上昇している。

多くの面で目覚しい発展を遂げてきたことで、多くの国民は韓国経済に自信を持つようになっていた。しかし、1997年の金融危機は、韓国の経済発展の分水嶺であり、資産価格、為替レート、外貨準備などで大きな値崩れを記録（表5.2）、その結果、IMFに緊急措置政策を求めることになり、かつてない巨額な資金提供を受けることになった。1人あたりGDP（米ドル表示）は、ピーク時の1996年に記録した1万1,427米ドルから、1998年には6,850米ドルまで減少した（表5.1）。実際の購買力はこの数字が示すほど低下していなかったが、多くの国民は心理的なショックを大いに受けたようである。

その後の韓国経済の力強い復興は、目を見張るものであった。経済成長率は、1999年10.9％、2000年9.3％を記録した。これにより、経済的厚生水準を表す重要な指標である1人あたり実質GDPは、早くも1999年に金融危機前の水準を上回った。2001年は、韓国の主要な輸出品であるハイテク製品への需要が世界規模で不振に陥ったことから、経済成長率も3.0％に減速した。2002年は、民間消費の急速な拡大を受けて、経済の最加速が見られた。消費拡大の隠れた要因の1つは、韓国政府が消費者にクレジットカードの利用を奨励していたことである。しかし、この回復は長く続かなかった。韓国経済は、金融危機以来の初めての景気後退を2003年1～6月期に経験し、2003年第1～3四半期の実質GDP成長率は2.6％にとどまった（Korea, Bank of Korea 2003a）。この景気後退は、2つの要因が引き起こしたものである。第1に、2002年末のクレジットカードの利用によるバブルの発生後、消費者は巨大なクレジットカードの負債を背負うことになった。2003年10月末時点で、支払期限が過ぎた個人（ほとんどが債務不履行）の数は、360万人という記録的な人数であり、これは韓国の労働力人口の16％に相当する。家庭の負債額も2000年第1四半期の222兆ウォンから2003年第3四半期の440兆ウォンへと2倍の膨張を見せており、1家庭あたりの平均負債額は3,138万ウォン（26,200米ドル）に相当する（Korea, Bank of Korea 2003a）。大量な個人の負債額の急増で、民間消費は直撃を受けて2003年第2～3四半期に減退した（Korea, Bank of Korea 2003a）。
景気後退のもう1つの要因は、2003年第1～3四半期の総固定資本形成の減少である。この減少は、悲観的な経営判断を反映しており、国内の政治不安の増加、北朝鮮の核の瀬戸際政策、そして、数多くの労働争議などの影響である。表5.1では、同年の経済成長率を2.8％と見込んでいる。これは、表1.2で示された予測機関の平均と同等である。これらの予測機関の多くは、2004年の成長率は5％程度に回復するであろうと見ている。ところが、この予測には大きな欠点がある。なぜなら、労働管理上の対立が熱を帯び、また、金融市場の不確実性が増加する恐れがあるからである。2003年5月、SKグローバルの社長と8人の役員の留置によって幕を下ろした同社の巨大な収賄事件の発覚後、金融システムは相当な緊張状態下にある。LGカードの深刻な流動性の問題は、将来への難題を積み上げてしまった。1,400万人の顧客を抱えるクレジットカード会社であるLGカードの即時の破産は、2003年末の緊急な救済措置によってしか防ぐことができなかったのは事実である。
アジア金融危機以降の最も重要な変化の1つに、輸出の対GDP比（実質）が、1996～97年の約3分の1から2000～03年には2分の1以上にまで劇的に上昇したことが挙げられる（表5.1）。中でも、ハイテク関連製品の輸出シェアの上昇は急激だった。例えば、事務用・電算機器、通信機器等の輸出総額に占めるシェアはそれぞれ1998年の4％、5％から2003年1～11月期の9％、14％へと上昇した（表5.3）。韓国経済が世界経済への依存度を高めていることを示すもう1つの要因は、1996年以前は年間23億米ドル以下であった対内直接投資純流入額が、1999～2000年には93億米ドル以上に達したことである（表5.2）。しかし、2001年は35億米ドル、2002年は20億米ドル、2003年1～10月期は26億米ドルとなっており、その後はいずれも減少している（Korea, Bank of Korea 2002a）。結果として、対内直接投資残高は韓国経済の規模と比較して非常に低い水準にとどまっている。2001年のゼネラル・モーターズによる大宇自動車の買収やその他の例外を除くと、韓国企業に関心を持つ多くの外国企業は、買収交渉に長い時間をかけても韓国企業の買収を果たせずにいる。韓国企業の買収に関しては、外国企業の間で不安視されている問題もある。買収される側の韓国企業に負債の一部を会計処理していない疑いがあり、実際に買収が成立した際、買収側の外国企業はその負債を請け負うことになる恐れがある。政府による労働者管理の状況も重要な案件である。海外の投資家に対する好戦的な労働組合による古くからの抵抗を、1997年の金融危機後の経済回復が後押ししている。次の重要な案件としては、金融危機の時、国有化されることで倒産を回避したいくつかの銀行の売却が予定されていることである。例えば、政府は、韓国最古の銀行である朝興（チョフン）銀行が所有する株式の大部分の売却を実行する時、最終的に新韓金融グループを優先入札者として選び、国民銀行に次ぐ国内第2の大銀行の創成を考えていた。しかし、2003年6月、行員の組合組織がストライキを実行したことで、この売却計画は危機に面している。ストライキの期間中に、組合組織は、合併によって期待される利得以外のものとして、雇用の保障、新韓金融グループと同水準までの賃金の引き上げという最大の目標を確保した。
韓国が世界経済との関係を深めたもう1つの側面は、莫大な対内証券投資の流入である。同投資は、1998年に急激な落ち込みを見せた後、1999～2001年には年平均110億米ドルと多額の資金が流入した。しかし、2002年は半分の50億米ドルまで急落した。これは、大統領選挙前に海外投資家がとった模様眺めの姿勢を反映したものである。しかし、この後、2003年1～10月期までに170億米ドルという急激な資金流入の回復を見せている（Korea, Bank of Korea, 2003a）。対内証券投資額の水準の上昇は、韓国の金融システムの安定性に対する即時的なリスクを引き起こすことはないであろう。それは、対内証券投資累計額に対する外貨準備高の比率が、2000年以来、毎年0.9～1.0を保っているからである。これは1997年に記録した0.2よりもずっと高く、韓国経済が危機前と比べ証券投資の引き揚げに対して強くなったことを意味している。
構造改革の進展は、近年の重要な案件である。アジア通貨危機が韓国経済に強い打撃を与えた1997年、韓国はIMFの緊縮政策パッケージを受け入れ、①金融市場・金融機関、②労働市場、③企業統治、④公共部門、以上4つの領域で構造改革を実施した。この改革は、全般的に成功を収めているが、各分野では困難に直面している部分もある。金融市場・金融機関の改革は概して上手くいっており、不良債権（NPL）の対貸出残高総額比率は金融危機後順調に低下している。不良債権の新しい広義の定義では、不良債権の対貸出残高総額比率は、2000年末の8％から2002年末の2.3％へ低下している（Korea, Financial Supervisory Commission, 2003b）。これらの努力により、金融システムに関する不確定な部分の大半が取り除かれ、続いて金融持ち株会社の設立や銀行所有規制の緩和などを含む金融構造改革の第2ラウンドへと進んだ。
韓国の労働組合は強く過激なことで知られており、労働市場の改革に対して常に抵抗姿勢を示してきたが、金融危機直後は比較的静かであった。チョボルや金融機関の人員削減や倒産件数の増加により、失業率は1988～97年の3％以下から1998～99年2月には6％以上となったが、その後は3～4％で推移している（表5.1）。このように、失業率は金融危機前の水準まで低下したが、労働者は、自分達は譲歩を強いられてきたにもかかわらず、企業のオーナーや経営者が何の犠牲も払わず、失敗の責任もとっていないことに怒りを募らせている。さらに、長らく労働者の人権を擁護してきた廬大統領の選出後、労働者の抗議活動は激しさを増すとともに頻繁なものとなった。これは、組合組織が廬大統領の支持を見込んでいたからに他ならない。このような期待は満たされていないが、2003年、労働争議を含むいくつかの大きなストライキの繰り返しで、韓国経済は麻痺してしまった。具体的には、5月のトラック運転手の組合によるもの、6月の3都市で起こった鉄道職員（暴動の後、警察の介入によって鎮圧された）と地下鉄職員の組合によるもの、そして、8月の自動車メーカーの労働者の組合によるものである。
表5.1～5.5の標準的な経済指標から見ることはできないが、チョボルが様々な面で韓国経済の大部分を支配しているということは重要なことである。Asia-Pacific Infoserv（1999）やSaturn Communications（2002）によると、チョボルの中核企業の数は1997年29社、1998年30社であったが、金融危機後の改革を経て2001年には43社に増加した。これは、一部チョボルが分裂したためである。例えば、2000年の深刻な流動性危機以降、かつて韓国最大の財閥であった現代グループの地位は、電気事業を売却後、チョボルの中の2番手集団に落ちており、残りの部門も3つの主要な企業体に分割され独立するに至った。興味深いことに、チョボルの中核企業が韓国全体の売上に占める比率は、金融危機以前と比べて変化していないようである。例えば、韓国の粗産出合計（GDPと中間消費の合計）に占めるチョボルの売上の比率は、1997年、2001年どちらも39％、1998年には40％であった（2001年の計算には、粗産出合計に対するGDPの比率が1998～2000年の実績である42％と想定）（Korea, Bank of Korea, 2003a）。金融危機前のチョボルは多額の負債を抱えており、金融危機発生の原因でもあった。金融危機後の負債は大幅に減少したが、チョボルの立て直しは依然として道半ばにあるという批判がいまだにある。例えば、韓国自由貿易委員会（KFTC）の最近の包括的な調査は、5つの主要なチョボル（サムスン、LG、SK、現代自動車、現代重工業）の子会社内での取引の実行というアンフェアな行為の有罪性を調べている（Korea Free Trade Commission, 2003）。
2003年の韓国経済の構造は、1984年や1990年代初めのそれと大きく異なっている。一部は、鉄鋼、自動車、電気機械などの重要な産業で、チョボルが成功を収めてきたためであろう。例えば、1984年に経済全体の約27％の雇用と12％強の実質GDPを担っていた農業のシェアは、2003年にはそれぞれ約9％と5％に低下した（表5.1）。製造業は、1984年時点ですでに高いシェアを占めていた。その就業者数と名目GDPにおけるシェアは、1988～89年まで幾分か上昇したが、その後は低下傾向にある。一方、実質GDPにおけるシェアは一定の速度で上昇した。ただし、近年は微小ながら下降している。金融、商業、行政サービス・その他が大きなシェアを占める他の産業のシェアは、就業者数、GDPの両面で、急激な上昇傾向を示した。支出項目別GDPでは、民間消費支出の対GDP比が名目ベースでは近年上昇傾向にあるものの、実質ベースではほぼ一定である。これは、消費財の価格が他よりも大きく上昇したことを意味している。総固定資本形成（その大部分は民間によるもの）のシェアは、1990年代初めから半ばにかけて非常に高い水準にあったが、アジア金融危機の際やその後の投資家信用の消失によって危機以降低下しており、韓国企業にとって魅力的な投資の場所として中国があがってきている。一方、1997年の景気後退以降、名目ベースでの財貨･サービスの輸出入のシェアは顕著に上昇しており、実質ベースの同輸出のシェアも前述のように上昇している。
表5.1の指標を見ると、韓国のマクロ経済政策は比較的良好に運営されてきたといえる。1984年以降、インフレ率は1990～91年を除き8％以下を保ってきた（表5.2）。1990～91年の物価上昇は、韓国の強力な労働組合が賃金の大幅な引き上げに成功した結果である。2003年の消費者物価は前年比で3.4％上昇した。また、農産物・エネルギー価格を除外したコア・インフレ指数の上昇率は、韓国中央銀行の目標値（2～4％）の範囲内である2.7％となった（Korea, National Statistical Office, 2003）。インフレ率が比較的低かったことからわかるように、政府は概して慎重な金融・財政政策を行ってきた。マネーサプライ（M1）の対GDP比も非常に安定しており、また、政府債務の対GDP比も低水準を維持しており、2000年末のピーク時でも19％、2002年末では16％まで減少した。これは、日本の状態と比べるとはるかに小さなものである（表2.2）。1998～99年には巨額の財政収支赤字を計上したが、これは金融危機後に総需要刺激策が取られたことを反映したものであり、2000～02年は黒字を計上している。その結果、2004年に再び成長が鈍化したとしても、政府は依然として財政政策の拡張の余地を大きく残している。
1990年代を通じて、韓国の経常収支は赤字となる傾向にあった。金融危機後は黒字に転じ、1999年末には純債権国となった（Korea, Ministry of Finance and Economy, p. 31）。金融危機以前の対外債務残高は、その総額自体それほど高い水準にあったわけではない。金融危機勃発後の1998年には対外債務残高の対GDP比は44％まで上昇したが、金融危機を経験した他の経済と比較すると低い水準にあり、2001年には26％まで低下した。また、外貨準備高の対平均月次輸入額比率も、金融危機前に大きく低下したわけではなかった。しかし、金融危機前にその潜在的な危険を明白に警告していた指標があった。1つは短期債務の急増であり、1993年に120億米ドルであったものが1996年には670億米ドルに達した。もう1つは、1990年代半ばの対内証券投資の増加とそれに対応した外貨準備高の対内証券投資累計額に対する比率の低下である。金融危機以降、短期債務は顕著に減少し、対内証券投資累計額に対する外貨準備高の比率も近年上昇しているが、後者の比率は2001年まで1以下に留まっている。この比率が1より低いことは、高度に発展した資本市場を持つ先進国に共通して見られる傾向だが、海外証券投資家が投資を本国召還すれば、経常収支危機が再発する可能性があることを示唆している。対内証券投資に対する外貨準備高の比率が上昇傾向にある最大の理由は、外貨準備高累積額の急速な成長にあり、1997年の200億米ドルから2003年末の1,550億米ドルへ増加した（表5.2）。その結果、韓国は、日本、中国、台湾に続く4番目の外貨準備高を保持するに至った。
輸出構造の変化は就業者数やGDPの構造の変化と多くの面で共通している（表5.3）。例えば、農産物のシェアは過去20年間で急激に低下している。輸出でも製造業内で重要な構造変化が見られる。機械製品のシェアは、1984年の約3分の1から近年の60％以上まで上昇している。2002年にはその他電気機器が機械製品カテゴリーの大部分を占めており、通信機器等、自動車等、事務用・電算機器がそれに続いている。これは韓国の機械輸出が多くの産業に多様化してきたことの結果である。対照的に、繊維・皮革製品・衣類・履物や金属製品を含むその他製品のシェアは、1984年の53％から2002年には約23％へと低下している。輸入の構造はより多様化しており、機械製品とその他製品が最大のシェアを占めている。
輸出先に関しても、3つの主要なグループ（米国、欧州工業国、中国）を中心に、非常に多様化している。2003年1～11月期では、米国、欧州工業国、中国が、各々10％以上を占めている（表5.4）。日本のシェアも10％以上を占めていたが、近年、減少している。一方、近年の中国の躍進は顕著である。輸入面では、かつては日本と米国が最大の相手国であり、欧州工業国がそれに続いていた。しかし、近年、日本のシェアは低下し、代わりに中国のシェアは1995～2003年で5～12％と2倍以上の急上昇を見せた。日本と欧州は主要な貿易相手国であるだけでなく、韓国へ多額の銀行貸出を行っている。日本のシェアは1990年代半ばから低下しており、反面、欧州のシェアは上昇しており、2003年1～6月期には約50％に到達している。他のアジア諸国経済と比べると、米国からの銀行借入が大きなシェアを占めている。また、その他のカテゴリーのシェアもかなり大きい。銀行貸出とは対照的に韓国の公的資金の純流入はこの20年間非常に小さかったが、金融危機後の1997～99年には多国間援助と日本からの公的資金純流入が急増した。
一般に、日本は韓国に対してかなりの経常黒字を計上してきた。これは、主に財貨貿易収支が巨額の黒字となっているためである（表5.5）。この黒字額は、しばしば両国政府間の政治問題となっている。しかし、貿易不均衡を問題視する経済学的な理由はどこにもない。2003年10月、両国首脳は2005年までにFTA協定を締結すべく、正式な話し合いの開始に合意した。2003年12月、政府レベルの第1ラウンドの交渉がソウルで開かれ、両国は2ヵ月に1回の頻度で話し合いを継続することになった。韓国は、初のFTA協定をチリと調印したが、その批准は2003年12月まで遅れ、さらに、韓国の農業労働者の強い抗議によって2004年1月まで遅れた。
韓国と日本の貿易構造は、輸出入の両面において機械製品とその他製品が最も大きなシェアを占めており、韓国と世界の貿易構造に類似している（表5.5）。日本は、古くから韓国へ投資を行っている主要国の1つであり、1996年の巨額の証券投資流入も日本からの投資が中心であった。ただし、日本の証券投資家は、1997～2002年に韓国からかなりの額を引き揚げている。韓国への日本の直接投資は、1996～99年は控えめなものであったが、2000～01年は緩やかに増加した。日本に対して韓国も活発に証券投資を行っており、特に2000年は大規模な投資がなされた。一方、直接投資に関しては、韓国への日本の直接投資に比べてもはるかに小さい額にとどまっている。韓国では、日本の直接投資のストックが少ないのに対応して、日本の多国籍企業の支社数も相対的に少ない（表5.6）。さらに、調査範囲の変更により変動が現れたこともあるが、近年、その雇用量は減少したようである。ほぼ全ての雇用量を製造業が占めるが、製造業の売り上げの比率はかなり少なくなっている。一方、商業の支社数は、売り上げの比率と比べて相対的に多くなっている。製造業では、日本の多国籍企業の存在は、繊維工業、輸送用機械、電気機械で最大となっている。
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